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１．はじめに 

寒冷地の道路構造物（橋梁・トンネル・コンクリート構造物

等）はライフサイクルマネジメント(Life Cycle Management : 

LCM)を早急に構築しなければならず，国土交通省は本格的な

メンテナンスサイクルを回す取り組みに着手し，統一的な尺度

で劣化の判定・診断を推奨しているが1)など，定期点検で得られ

る健全度の判定区分は，表-1の例に示すようにレイティング

（ランク）値で評価される場合が多いため，図-1に示す予防保

全を前提とする連続的なライフサイクルコスト（Life Cycle 

Cost : LCC）の概念が適用しにくいのが現状である2)など．そこ

で本研究では，北海道における橋梁・山岳トンネル・ボックス

カルバート等の道路構造物における統合したな劣化遷移を求

め，その劣化特性における遷移などの整理・考察を行ってい

る． 

２．道路構造物の劣化区分値による健全度指数 

個々の構造物における健全度の判定は離散値で評価されてい

るが，本研究では，それぞれの構造物における劣化判定区分に応

じた影響度(𝑊𝑓௜)を設定して，式(1)に示す連続値の健全度指数

（橋梁の例）を求める3)など． 

簡易𝐵𝐻𝐼 = 1
𝑉ൗ ෍ ቀ判定区分

௜
×𝑊𝑓௜ቁ

௡

௜
  (1) 

ここで，簡易BHIにおいて表-1に示す定期点検値の判定区分に

応じた影響度（A=1.0，B=0.75，C1=0.5，C2=0.25，E1=0，E2=0.125，

M=0.625）を設定し，簡易BHIは健全な状態1.0か ら劣化の進行

に従って0.0に遷移する連続値となる． 

本研究では，北海道開発局および北海道が管理する橋梁・山岳

トンネル・ボックスカルバートにおいて個々の健全度指数（簡易

BHI・簡易THI・簡易BOHI）を式(1)に準じた式より求めて，その

値を総合して対象地区における道路構造物の健全度指数として

その評価・考察を実施している. 

3. 道路構造物における劣化分布の遷移（札幌地区） 

札幌地区の道路構造物における供用期間ごとの健全度指指数の

分布状態（平均値・分散値）の遷移（供用期間：①0～10年， 
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表-1 道路橋梁の判定区分(国土交通省) 

 

 

図-1 ライフサイクルコストの概念 

 

 

図-2 道路構造物の健全度指数（札幌地区） 

 

 
図-3(a) 道路構造物の健全指数 

(札幌地区0～10年) 
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橋梁構造の安全性から緊急対応の必要がある

その他緊急対応を要する

維持工事対応を要する

橋梁損傷状況

損傷が認められないか軽微で補修を行う必要がない

状況に応じて補修を行う必要がある

予防保全の観点から速やかに補修等を行う必要がある

橋梁構造の安全性から速やかに補修等を行う必要がある
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②11～20年，③21～30年，④41年～）を図-3(a)(b),表-2に示

す．図-3(a)(b),表-2より，札幌地区における道路構造物に対

する健全度指数は，対数正規分布（11～20年以降）に類似し

た分布形状を示しており，また供用年数とともにその平均値

が小さくなり，分散値は大きくなる傾向を示している． 

4. 道路構造物における健全度指数の予測 

予防保全を基本としたLCMでは，対象とする構造物におけ

る劣化予測が必須となるが，これらを実際の定期点検値を基

に算出した研究報告はない．そこで道路構造物の定期点検値

より求めた健全度指数より，分布特性（平均値・分散値）に

対して，その遷移予測を試みる．表-2より，健全度指数にお

ける分布傾向として平均値は一様に減少（劣化進行）してお

り，逆に分散値は増加（分布が拡がる）している傾向を示し

ている．次に，上記の供用期間：①10～20年，②21～30年，

③31～40年において平均値・分散値の回帰（指数）式を求め

ると式(2),(3)となる． 

平均値=0.0068e0.0375t          (2)  

分散値=0.09206e-0.007t                (3) 

ここでtは経過年数であり，求められた式(2),(3)より，簡易

評価値における供用期間：④41～50年，⑤51～60年の平均

値・分散値の遷移予測値を推定すると図-4となる． 

また，道路構造物における定期点検値から求めた，供用期

間ごとの劣化評価値の平均値・分散値の遷移（供用期間：④

41～50年，⑤51～60年）を図-5,表-3に示す．図-5，表-3よ

り，道路構造物における劣化評価値に対する劣化分布特性

（平均値：トレンド・分散値：ボラティリティ）の遷移予測

が可能である． 

5．結 論 

本研究は，寒冷地の道路構造物(橋梁・山岳トンネル・コン

クリート構造物)を対象として，離散的な劣化評価値から連続

的な劣化評価値の時間遷移を求め，それらの劣化予測が行え

る結果が得られた．今後は劣化予測の精度向上のために，さ

らに定期点検値の蓄積が必要である． 
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図-3(b) 道路構造物の健全指数（札幌地区41年～） 

 

表-2 平均値・分散値の遷移（札幌地区） 

 

 

 

図-4 平均値・分散値の遷移(札幌地区) 

 

表-3 平均値・分散値の予測値（札幌地区） 

 

 

図-5 平均値・分散値の予測値(札幌地区) 
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